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ムンバイ湾横断道路開通

Vol.182024年1月24日

インド最長の海上道路 ついに開通！

＊1 1インドルピー=1.70円で換算 *2 2025年3月末までに商業運航開始予定（2024年1月時点） 各写真はイメージです。
出所： ムンバイ首都圏開発庁（MMRDA）、インド民間航空省、各種報道等、ブルームバーグのデータをもとにHSBCアセットマネジメント株式

会社が作成

 都市交通インフラの強化により、ムンバイがより
大きなビジネス拠点となり、ナビムンバイとの
経済的統合が進展

 主要空港、港等へのアクセスが短縮され、渋滞
緩和、輸送活性化、対外輸出拡大等が期待される

 ナビムンバイ国際空港*２が完成すれば、さらなる
相乗効果が見込まれる

ちょっと
小ネタ！ MTHLで採用されたオープンロード料金システム

MTHLでは、料金所を設置せず自動的に通行料が徴収されるオープンロードシステム
を採用しており、通行する車両を識別し、料金は自動徴収される。デジタル化政策を
推し進めるインドではFASTagと呼ばれる電子タグの設置が車両に義務付けられて
おり、渋滞の解消、燃料の節約、通行料徴収の効率化・透明性に貢献している。
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インド最長の海上道路
東京湾アクアライン（15.1km）超え！

（約3,000億円*1）

ムンバイ・トランス・ハーバー・リンク（MTHL）
2024年1月12日開通

【 経済効果 】
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【MTHLプロジェクト参画の主な企業】
ラーセン・アンド・トゥブロ（インド）、 IHI（日本）、
タタ・プロジェクツ（インド）等

国際協力機構（JICA）が7割超を円借款で支援
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留意点

＜個人投資家の皆さま＞

投資信託に係わるリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としており、当該資産の市場におけ
る取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動し損失が生じる可能性があります。従いまして、投資
元本が保証されているものではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険機構または
保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入の投資信託は投資者保護基金
の保護の対象ではありません。購入の申込みにあたりましては「投資信託説明書（交付目論見書）」および「
契約締結前交付書面（目論見書補完書面等）」を販売会社からお受け取りの上、十分にその内容をご確認いた
だきご自身でご判断ください。

購入時に直接ご負担いただく費用 購入時手数料 上限3.85％（税込）

換金時に直接ご負担いただく費用 信託財産留保額 上限0.5％

投資信託の保有期間中に間接的に
ご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬） 上限年2.20％（税込）

その他費用
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があり
ます。「投資信託説明書（交付目論見書）」、「契約締結
前交付書面（目論見書補完書面等）」等でご確認ください。

投資信託に係わる費用について

 上記に記載のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。

 費用の料率につきましては、ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、

ご負担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。

 投資信託に係るリスクや費用はそれぞれの投資信託により異なりますので、ご投資される際には、かならず

「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ホームページ

www.assetmanagement.hsbc.co.jp

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第308号
加入協会 一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会/日本証券業協会

電話番号 03-3548-5690

（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）

【当資料に関する留意点】

 当資料は、ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社（以下、当社）が投資者の皆さまへの情報提供を目的

として作成したものであり、特定の金融商品の売買、金融商品取引契約の締結に係わる推奨・勧誘を目的

とするものではありません。

 当資料は信頼に足ると判断した情報に基づき作成していますが、情報の正確性、完全性を保証するもの

ではありません。また、データ等は過去の実績あるいは予想を示したものであり、将来の成果を示唆する

ものではありません。

 当資料の記載内容等は作成時点のものであり、今後変更されることがあります。

 当社は、当資料に含まれている情報について更新する義務を一切負いません。
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